




















































































































































西府 貸出金利 公定歩合 日銀券発行 銀行預金 実質預金前 銀行貸出金 銀行貸出金残高 (実質) 年比% 前年比%
1980 8.213 7.25 193472 1418839 8.1 1364746 7.3 
1981 7.059 5.5 202377 15日0008 11.2 1512137 10.8 
1982 6.398 5.5 214260 1694784 7.3 1676775 10.9 
1983 6.009 5 224660 1827976 7.8 1863463 11.1 
1984 5.809 5 244559 1976236 7.1 2104790 12 
1985 5.796 5 254743 2174055 9.9 2371700 12.7 
1986 4.501 3 268849 2799502 3日01653
1987 3.93 2.5 291868 3344025 19.5 3377842 12.6 
1988 3.941 2.5 323183 3757316 12.4 3721757 10.2 
1989 5.388 4.25 374200 4299900 14.4 4124079 10.8 
1990 8.022 6 397978 4681751 8.9 4433042 7.5 
1991 7.024 4.5 398828 4596136 2.2 4626442 4.1 
1992 5.137 3.25 390263 4439032 3.4 4739132 2.4 
1993 3.894 1.75 416259 中160419 4799773 
1994 3岨日 1.75 428803 4535279 1.7 4802675 0.1 
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たものが、 90年度には 2倍弱 (76.8%増)の38.1兆円に増大した。その後熱J丙景気が出様
して企業収益は悪化し、 95年度は23.1兆円に収縮し、ほぼ10年前の水準に逆戻り Lた。
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(表 3- 2) 株式市場の状況 (1980~何年)
西!醤 東証株価指数 株式時価総額(億円) 株式売買高(百万円)
1980 494.1 770747 
1981 570.31 919056 
1982 593.72 980902 
1983 731.82 1267459 
1984 913.37 1618118 
1985 1049.4 1901266 
1986 1556.37 2854714 
1987 1725.83 3367066 
1988 2357.03 4768497 
1989 2881.37 6111518 
1990 1733.83 3792311 
1991 1714.68 3779243 
1992 13日7.6 2894834 
1993 1439.31 3243574 
1994 1559.09 3583924 






























































名目成長率 実質成長率 消費者物価 新続求人数 完全失業率 完全失業者 完全失業者
% (謄落率)% (前年比%) (%) 数(万人) 重加成平:%)
9 2.6 7.7 2 114 1ー0
6.2 3 4.9 4.5 2.2 126 12 
4且 3.1 2.8 一5.7 2.4 136 10 
4.5 2.5 1.9 3.6 2.6 156 20 
6.8 4.1 2.3 9.4 2.7 161 5 
6.3 4.1 2 1 2.6 156 一5
4.6 3.1 0.6 -5.1 2.8 167 1 
4.8 4.8 0.1 14.7 2.8 173 自
6.8 6 0.7 28 2.5 155 一18
7.1 4.4 2.3 10.7 2.3 142 一13
8 5.5 3.1 4.2 2.1 134 8 
5.6 2.9 3.3 1.5 2.1 136 2 
1.9 0.4 1.6 12.7 2.2 142 6 
0.5 1.3 14.6 2.5 166 24 
0.4 0.6 0.7 3.7 2.9 192 26 


















































































































(表4- 2) 経常収支、円相場推移 (1980~何年)
(J単位;10億円、円)
西暦 経常収支 円相場
1980 1588 227.52 
1981 1375 249.64 
1982 2298 236.23 
1983 5722 244.19 
1984 日017 21.09 
1985 12573 159.83 
1986 14897 138.33 
1987 11325 128.27 
1988 10028 142.82 
1989 8839 141.3 
1990 5578 133.18 
1991 11300 124.8 
1992 15033 107.84 
1993 14222 99.39 
1994 12428 96.45 






































































である。日銀券増発率をみると、 87年 (8.6%増)、 8年(10.7%増)、 89年 (15.8%増〕と
いう異常ともいえる増加率が出現しており、これが投機現象を引き起こした一因であるこ
とを窺わせる。
1980年代後半のバブル景気時代に、物価全般の大幅上昇が見られず、価格急騰を示した
商品は株価、地価、あるいは書爾骨董などの蓉修品に限定されたことをもって、インフレ
が発生したのか、そうでなかったのかの判断には議論が分かれるところである。
専門家にとっては面白い問題だが、本質には係わらない問題だ。要するに、投機が発生
して不自然に物価が高騰して健全な経済活動を混乱させたことでは、特定の商品価格に限
定した物価騰貴か、それとも、商品全般の物価騰貴であったのかは重要点ではない。
80年代後半のパプル景気で、何故に過去の歴史でLばしば見られたような、「巨額の貿
易・経常黒字→通貨増発→全商品価格t昇(インフレ)Jが発生せず、通貨増発も驚くほど
に巨額には発生せず、一部特定商品の価格急騰に留まったのかということの究明は重要だ。
私はこの時期のバブル経済で一部の特定商品の価格に限定した悩格急騰が発生した原因
として、次のような理由を挙げる。
①一つは、日銀の外貨流入不胎化政策が不十分ではあったが、商品全部の価格急騰を引
き起こすだけの余剰資金の巨額発生を阻止したことである。②2つ自の理由は、 85年から
勃発した円相場急騰によって、翰入品価格が急激に下落したことである。もしも、バブノレ
経済が無くして、円相場急謄だけが出現していたならば、日本の物価は大幅に下落したに
違いないと推測される。己の場合は、不況を伴わないデフレ現象が生じたであろう。③3
つ自の理由は、 80年代に入って急速に進められた資本・金融自由化措置の効果である。 80
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年代に日本は、外為法を大改革して資金の内外移動の制限を大きく縮減した。この措置に
よって、日本国内にあった余剰資金は海外にも運用先を求める選択肢が生まれ、圏内資金
の相当部分が海外に流出Lていった。海外証券投資、日本の銀行の海外企業への貸付、外
国企業の買収、海外不動産投資の増加などがそれである。④4つ目の理由として挙げられ
るのは、日本が変動相場制を採用していたことが挙げられる。外貨・外国からの資金の流
入によって日本円は上昇した。これを促したのがプラザ合意であるが、プラザ合意という
政治力が円高・ドノレ安を決めたのではない。円は本来であれば、もっと早い持期から上昇
すべきであったのだが、 1980年に成立した米国レーガン政権が「強い軍事力・強いドル」
を目標に据えて、強引にドル高政策を採っていたがために、経済原理と遊離した異常な円
相場・ドノレ相場がLばらく維持されていたに過ぎない。
ほとなくして、レーガン政権は、貿易赤字が持続する限り強いドノレを永続することが不
可能なことを悟り、ドル高政策の転換を余儀なくされたのが、プラザ合意の「ドル安政策J
への大転換であった。
もしも、 1971年のように、日本が固定相場制を採用していたならば、円は常に円高圧力
に晒されていたに違いない。世界の投機・投資資金が為替差益を狙って大量に日本に流入
し(日本円を購入し)たに違いない。その結果、日本のカネ余りは更に大きくなって本格
的な物価全般の大幅上昇、即ち、主主性インフレが発生したに違いない。
幸いにして、 80年代ノミフソレ景気の時期に日本は変動相場制を採用していたから、世界の
投機・投資資金の流入はなかった。変動相場制には功罪・長所短所があるが、これは変動
相場制の利点が発揮された事例である。
(4) 日米貿易・経済・構造摩擦問題
巨額の対米貿易黒字の継続は米匿の対日貿易赤字の継続であり、かくして、米政府は自
国の貿易赤字是正策の 環として日本に対米貿易黒字縮小の要求を突き付けてきた。これ
が日米貿易摩擦問題である。
米国の貿易赤字を是正しようという米政府の方針は正しかったし、そのための一手法と
して最大の貿易赤字相手国の日本に貿易収支不均衡の是正を要求してきた政策は.iEしかっ
た。
これに対して日本政府は「貿易収支は民間の市場原理に基づく自由な経済活動の結果生
じたものだ。政府が民間経済活動に干渉することは自由経済の原則に反するJとして、最
初この要求をはねつけた。
日本政府のこの主張は正しいが、それは経済分野に限定した場合の評価である。社会全
体・国際情勢という広い図式の中で眺めれば、日本政府の反論は適切を欠いた主張である。
何故なら、米国は貿易赤字を放置すれば、米国内の企業が倒産し、ひいては一国経済が
危機に陥ることになるのだから、日米貿易不均衡は経済分野にJl今まらない問題だった。
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例え、日本も米国も自由経済の結果がもたらした貿易不均衡であっても、~1'l'Iの企業が
多数倒産して大勢の失業者を生み出し米国経済が破綻の危機に陥るという状況であれば、
経済原理を一時停止しても貿易不均衡を効果的に是正しなければならない。
ほとんど信じられないことだが、日本政府はこの外交の常識を忘れた。米悶政府は経済
分野から足を踏み出して、日本の経済・社会構造問題にまで貿易問題を拡大させた。戦後
の日米関係に鑑みれば、日米対決は最終的には日本の敗北となることは白に見えている。
日米貿易摩擦問題は特定の産業分野を狙い撃ちにした特定分野の市場戦略 (SII協議、
1986年以降)となり、次いで日米構造問題にまで足を踏み込んだ日米構造協議 (89~90年〕
となり、更には経済分野に限定しては貿易不均衡は改まらないとして社会構造の変化まで
を要求する日米包括経済協議 (93~何年)へと発展・変形していった。
日米包括綬済協議が95年6月に決着したが、その後も米国は合意内容の進行状況を見守
り約束を守らせるという口実をつけてフォロ アップ会合を開催して、日本の政策の一挙
手一投足に注文をつけてきた。
毎年、米政府は日本政府にフォローアップ会合を口実にして日本政府に注文をつけ、日
本政府がそれを受けて政策実行するという、独立国としては到底信じられない状況となっ
て現在に至っている。
日米貿易摩擦問題が始まった1980年代からの日本の諸政策は経済分野を含めて、米政府
の要求・要望に近い形で実施されている。最近の例では郵政民営化法が成立したが、この
法律の成立に至るまでの問、日本政府は米政府と事前iこ18回の協議を行ったことを、当時
の担当大臣が匿会答弁で語った。 日本の法律を作るに当たって18固に及ぶ事前交渉を外国
政府と実施するというのは、俄かlこは信じられないことである。何を事前交渉したのか、
政府は国民lこ明らかにする義務があると考えるが、未だに公表されていない。
80年代以降、とりわけ、 1990年(平成2) 6月28日に合意が成立した日米構造協議以降、
日本の諸政策の多くが米国の注文、要求、要望、助言に基づいたものである。
例えば、 90年代に日本政府は公共投資を大幅にI曽額して、その結果、国債増発・財政悪
化を招いて、日本の財政は先進諸国の中で最悪の状態に陥ったが、 1990年の日米構造協議
の決着項目の中に「日本は公共投資を増大させる」という項目がある。 1990年当時の日本
の財政は先進諸国の中で最も健全度が高かった。あるいは、米国は日本に金融自由化・国
際化を要求し続けて、遂に日本の橋本内閣は1996年(平成8)1月、金融白山化実施を宣
言した。その結果は惨々たるものだった。巨大な銀行を含めて多くの銀行が倒産し、証券
会社は 4大証券会社の一つ、山一証券の倒産を含む多くの証券会社が倒産した。損害保
険・生命保険の多数が経営破綻し、吸収合併された。
倒産した金融機関に外資が只同然の安値て買取り、巨額の利益を挙げて現在に至る。
その金融自由化を日本に要求した米政府は、その後に経営匿難に陥った金融機関に対し
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ては「自由経済・市場原理を尊重すべき」として日本政府の関与に不快感を示した。日本
政府は忠実にその助言を出1き入れ、続々と金融機関が破綻して、金融不安をさらに深刻な
状況に至らせ、実体経済活動を一層深刻化させた。
乱暴な意見を覚悟で言えば、現在の日本経済の慢性不況状態は米国が原因であるという
解釈もできる。勿論、日本は独立国だから、最終決定権は日本にある。外国の意見・助言
を丸呑みにした日本政府が間違ったのである。
歴史の不思議というべきか。日本が金融ビッグ・パンと呼はれる金融自由化を実行に移
し始めてちょうど10年後の07年(平成19)夏、サププライム・ローン問題に端を発した金
融危機が米包を襲い、米国の多数の金融機関が経営破綻に陥った。米国政府は最初は市場
原理を尊重する立場を貫いて、巨大な証券会社(リ マン・プラザーズ)を倒産するに任
せた (08年9月〕が、度ぐに金融組織は自由経済原理にゆだねてはならないことを悟り、
大々的な公的支援に乗り出した。金融機関だけでなく、ピック 3と呼ばれる実体経済分野
にも公的支援を乗り出すことも検討している。
要するに、従来から日本に対して要求してきた金融自由化・国際化は間違っていたこと
を、自分の身に災難が降りかかつてから知ったのである。その愚かな米国の提案・助言を
日本政府は忠実にこれまで実行してきたのである。
日本の政策決定組織は正常に機能していない。それでは国が滅びる。早く、日本の政策
決定組織の健全化に取り組まなければならない。それも臼本自らが考え工夫Lなければな
らない。人様(ひとさま)の真似では上手く行かない乙とは誰でも知っている常識だが、
日本の政策決定組織にはその常識が備わっていない。樗然とするのみ。
(以下、次号に続く)
[脚注]
(注1)当時の国民経済計算年報数値による。国民経済計算白算出基準がその後変更されて数値変更がなさ
オltこ。
